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（はじめに） 

関東地区用対連の事務局長をしております、国土交通省関東地方整備局の用地部長の藤川

でございます。日頃は、関東用対連の活動にご支援、ご協力いただき、感謝申し上げます。 

少しお時間をいただきまして、「50年を振り返って」ということで、公共用地取得に関す

る施策の動向も見ながら、関東用対連のこれまでの歩みについて振り返ってみたいと思いま

す。 

 

（設立の経緯） 

 関東用対連の設立は、昭和 41 年、昭和 40年代の初めでございます。その前の昭和 30年

代は、池田内閣の所得倍増計画をはじめとして、我が国が奇跡的に高度成長を達成していっ

た時代でありますが、それは、まさに、高度成長に向けて、水資源、電力、道路、鉄道、港

湾、空港をはじめ、我が国の様々な社会資本整備が急速に進んだ時代でありました。 

それぞれのインフラ整備には、まず円滑な用地取得が行われなければならなかったわけで

すが、当時、補償項目、算定方法が不備であったり、各起業者間で不統一があったことから、

社会資本整備の大きな隘路（あいろ）となっておりました。昭和 39年の東京オリンピック

に向け、必要なインフラ整備を間に合わせなければいけないといった事情もありました。 

このようなことから、国においては、中央用対連の前身となる「用地対策連絡会」が昭和

36年に設立され、昭和 37年には、公共用地審議会の損失補償基準答申や、損失補償基準の

閣議決定等が行われることとなりました。損失補償基準の策定に当たっては、関東での損失

補償の実務運用が相当程度参考にされたものと聞き及んでおります。 

そして、さらに、策定された損失補償基準の実際の運用に当たって、起業者間で連絡調整、

調査研究等を行うことが必要となってきたことから、全国各ブロックで、用対連が設立され

ることとなりました。関東用対連の設立は、昭和 41年 11月 15日で、当時の会員数は、17

でした。 

 

（昭和 40年代の動き） 

昭和 40年代は、公共施設に関する補償の基準であります公共補償基準の策定、価格固定

制の導入等の土地収用法の改正、地価公示法・公有地拡大法の制定等、昭和 30年代の損失

補償基準の策定に続き、公共用地取得の制度インフラが整備されました。 

関東用対連では、昭和 41年の設立当初から研修会や研究会を開催し、また、昭和 47年か

らは機関誌「関東用地」を毎年度発行しております。研修会や研究会への参加者はこれまで



１万人を超えていますが、これらの取組により、新たな施策の理解が進むことで、公共用地

の円滑な取得の促進を図ってきたところです。 

 

（昭和 50・60年代の動き） 

昭和 50・60年代は、国土法に基づく土地価格比準表の制定、用地先行取得制度の創設等、

引き続き公共用地取得の制度インフラが整備されるとともに、いわゆるバブル期の地価高騰

を背景として用地取得が困難になってきたことから、昭和 63年に閣議決定された「総合土

地対策要綱」では、土地収用制度の活用の方針も打ち出されています。 

関東用対連では、昭和 55年の「工作物補償・標準歩掛」の発行を経て、昭和 63年には「損

失補償算定・標準書」を発行しておりますが、以降毎年度、発行が行われており、補償算定

の統一化に大きな役割を果たしてきております。また、用地で長年ご苦労された方々の顕彰

は用対連の取組として非常に重要なものであると考えておりますが、昭和 56年には、「用地

補償業務・功労者表彰」を創設し、以降、関東地区においては絶えることなく実施しており

ます。 

 

（平成一桁代の動き） 

 平成一桁代に入りますと、バブルの反省を踏まえ、平成元年に土地基本法が制定されてお

りますが、この時、事業認定のルール（いわゆる3年・8割ルール：遅くとも用地幅杭打設後

3年又は用地取得率80％のいずれか早い時期を経過した時点までに収用裁決申請等の手続に

移行するルール）が定められております。関東用対連では、これを含め新たな施策の普及を

図るとともに、平成8年には「補償事例集」の発行も行っております。 

 

（平成 10年代の動き） 

 平成 10年代は、損失補償基準の大幅な見直し、大深度法の制定、手続の透明化と合理化

を図った土地収用法の改正、事業認定に係る事業進捗状況の公表等の動きがありました。 

関東用対連では、引き続き、研修会、研究会等と通じて、新たな施策の理解が進むように

取り組みました。 

 

（平成 20年代の動き） 

平成 20年代は、補償基準見直しのアクションプランの策定、用地取得マネジメントの本

格導入、地下の空間利用を促進する区分地上権に関連する税制の改善等の動きがありました。 

関東用対連では、引き続き新たな施策の理解が進むように取り組みましたが、区分地上権

に関連する税制の改善については、実現に向け、関東地区用対連のメンバーの強力な連携が

あったことを付言させていただきます。現在の会員数は、発足当初の 17から 48となってお

ります。 

 

 



（おわりに） 

以上が関東地区用対連の 50年の歩みの概観でございますが、それぞれの起業者におかれ

てはこの間、インフラ整備の基盤となる公共用地の取得に向け、並々ならぬご努力があった

ものと思われます。 

公共用地取得についてのマクロのデータはなかなかないのですが、一例として、道路の面

積で見ると、（右端の参考欄にありますとおり、）昭和 50年と平成 25年の約 40年の間で比

較しても、都市部、地方部とも、概ね 5割程度の増加が見られます。欧米の都市と比べて、

我が国の公共用地の割合が低く、国土も、街も貧困であるということが言われて久しいわけ

でありますが、このように用地部局は着実に、国土、街のレガシーの向上に成果を上げてき

ております。 

今後の超少子高齢化社会にあっても、安全・安心な環境の下で、我が国を新たな成長に導

いていくためには、インフラ整備は不可欠でありまして、その基盤となるのが用地取得業務

です。 

関東用対連におきましては、今後とも、用地職員の資質向上、新たな施策の普及促進等に

取り組むとともに、現場の課題を踏まえた制度改善の調査研究、要望に力を入れてまいりた

いと考えております。 

最後に、改めまして、これまでの皆様方のご支援、ご協力に感謝申し上げますとともに、

引き続きのご支援、ご協力をお願い申し上げまして、私からのご報告とさせていただきます。

ありがとうございました。 
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